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表紙*電子提供措置、アクセス通知用*

第134期
定時株主総会
招集ご通知

日 時 2023年６月28日（水曜日）
午前10時

場 所
京都市右京区西京極豆田町29番地
本社１階イベントホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）　

＜株主の皆様へご案内＞
　感染症予防及び拡散防止の観点から、スタッフはマスクを着用させていただきます。
　株主様におかれましても感染予防のため、以下についてご理解とご協力をお願いいたします。
　・座席数が少なくなっており、株主様の安全が確保できないと判断した時は、ご入場をお断りさせていただく

場合もございますので、あらかじめご了承ください。
　・可能な限り書面(郵送)またはインターネットによる議決権行使をお願いいたします。
　・ご来場されない株主様におかれましては、株主総会の様子をインターネットによりライブ配信いたします

ので、P５の詳細をご確認の上、ご視聴ください。
＜お土産について＞
　・総会当日にご来場の株主様へお配りしておりましたお土産はとりやめさせていただきました。

何卒ご理解の程、宜しくお願いいたします。

証券コード：7510
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第１号議案 取締役(監査等委員である
取締役を除く。)６名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３
名選任の件

第３号議案 補欠の監査等委員である取
締役２名選任の件

第４号議案 取締役に対する譲渡制限付
株式の付与のための報酬決
定の件

　

企業倫理の遵守と社会への貢献

【企業理念】

人と人、技術と技術を信頼で結び、輝く未来を
創造する

【行動基準】

１．信　頼：最良のサービスを提供し、お客様
との高い信頼関係を築こう！

２．技　術：お客様に役立つ新技術の吸収と革
新に努めよう！

３．総合力：個々の強みを結集し、トータルサ
ービスを創造しよう！
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株主各位

（証券コード　7510）
2023年６月２日

株 主 各 位
京都市右京区西京極豆田町29番地

取締役社長 小 倉 　 勇

第134期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第134期定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

【当社ウェブサイト】
　https://www.takebishi.co.jp/company/ir/meeting.html/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/7510/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show/
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「たけびし」または
「コード」に当社証券コード「7510」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネットにより議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議案に対する賛否をご表示いただき、
2023年６月27日(火曜日)午後５時15分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 2023年６月28日（水曜日）午前10時
２．場 所 京都市右京区西京極豆田町29番地　本社１階イベントホール

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）
３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第134期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第134期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役２名選任の件
第４号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正する必要が生じた場合は、その旨、修正前及び修正後の事項を上記インタ
ーネット上の当社ウェブサイト及び株主総会資料掲載ウェブサイト並びに東京証券取引所ウェブサ
イトに掲載いたしますのでご了承ください。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書
面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社
定款第15条の規定に基づき除いております。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」

なお、「連結注記表」並びに「個別注記表」は、監査等委員会及び会計監査人が監査報告書を作成
するに際して、連結計算書類並びに計算書類の一部として併せて監査を受けております。

－ 2 －
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インターネット等による議決権行使

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあ
げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼
らずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年６月28日（水曜日）
午前10時

2023年６月27日（火曜日）
午後５時15分到着分まで

2023年６月27日（火曜日）
午後５時15分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１号・第２号・第３号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第４号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いい
たします。なお、議決権行使書に賛否の意思表示がない場合は、賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。

－ 3 －
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インターネット等による議決権行使

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。１

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。
当社ホームページ（https://www.takebishi.co.jp/）にも
議決権行使ウェブサイトへのリンクを掲載しております。

１

※操作画面はイメージです。

新しいパスワードを登録する。３

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

２

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆様へ
株式会社ICJが運営する【議決権電子行使プラットフォーム】により議決権を行使いただけます。

－ 4 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2023/05/22 23:06:55 / 22949785_株式会社たけびし_招集通知_電子提供措置用

インターネット等による議決権行使

株主総会インターネット配信のご案内

株主総会オンラインサイト

「Engagement Portal」にて配信

1
ライブ配信日時

2023年６月28日（水） 午前10時 ~ 株主総会終了時刻まで　

2
オンデマンド配信期間

2023年７月４日（火）～ 2023年７月31日（月）午後５時まで　

※配信ページは、開始時間30分前の午前９時30分頃に開設予定です。
※天変地異等、予期せぬ状況により、ライブ配信ができなくなる可能性がございます。

配信中止の際は、当社ホームページ等でご案内しますので、ご確認いただきますようお願い申し上げ
ます。

※都合によりご視聴可能期間が変更となる可能性がございます。
また、ライブ配信同様、予期せぬ状況により、配信が中止となった場合も当社ホームページ等でご案
内しますので、ご確認いただきますようお願い申し上げます。

　当日ご自宅等からでも株主総会の様子をご視聴いただけるよう、以下のとおりインターネットによ
るライブ配信を行います。
　なお、当日の会場撮影は、ご出席株主様のプライバシーに配慮し、議長席および役員席付近のみと
しますが、やむを得ずご出席株主様が映り込んでしまう場合がございます。
　あらかじめご了承ください。
　また、当日、株主総会の様子をご視聴いただけなかった株主様におかれましても、後日株主総会の
模様をオンデマンド配信でご確認いただけます。

－ 5 －
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インターネット等による議決権行使

3
ご視聴方法
ご視聴 URL　https://engagement-portal.tr.mufg.jp/

（株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」）
　
株主様認証画面（ログイン画面）で「ログインID」と「パスワード」を入力し、利用規約をご確認の上、「利用規約に同意する」にチェック
し、「ログイン」ボタンをクリックしてください。
「ログインID」と「パスワード」は、招集通知に同封されている議決権行使書裏面に記載されております。

<<同封の議決権行使書裏面（イメージ）>>

<<株主様認証画面（ログイン画面イメージ）>>

※�議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）のパスワードは、初回のログイン
時に任意のパスワードへ変更いただきますが、株主総会オンラインサイト「Engagement 
Portal」には変更後のパスワードが引き継がれませんので、ご注意ください。

※本サイトの公開期間は、2023年６月２日～７月31日（予定）です。
公開期間外は、株主様認証画面（ログイン画面）は表示されるものの、ログイン後の
ページにアクセスすることはできません。

読み取り

（スマートフォン等での読み取りで
はログインID・パスワードの入力を
省略してアクセスできます）

「ログイン」
ボタンをクリック

「利用規約に同意」
にチェック

◎ログイン後の画面に表示される【当日ライブ視聴】のアイコンをクリックしてください。

－ 6 －
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インターネット等による議決権行使

【インターネット配信にかかるご留意事項】
インターネット配信によりライブ中継をご覧いただくことは、会社法上、株主総会への出席とは認められません。そ
のため、株主総会において株主様に認められている質問、議決権行使や動議の提出について、インターネット配信を
通じて行うことができません。
議決権行使は行使期限にご留意いただき、議決権行使書の郵送や別途ご案内しているインターネット投票による投票
をご活用ください。
インターネットからの株主総会へのご視聴は、株主様本人のみに限定させていただき、代理人等によるご視聴はご遠
慮いただきますようお願い申しあげます。
ご使用の端末（機種、性能等）やインターネットの接続環境（回線状況、接続速度等）により、映像や音声に不具合
が生じる場合がございますのであらかじめご了承ください。
ご視聴いただくための通信料金等は、各株主様のご負担となります。
同封の議決権行使書を紛失された場合、以下のお問い合わせ先にて、再発行が可能です。
ただし、株主総会開催日の約１週間前を経過した場合等、お問い合わせをいただきましたタイミングによっては再発
行をお受けできない場合がございますのでご了承ください。

　

【本サイトに関するお問い合わせ】
TEL　0120－676－808　（通話料無料）
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
（土日祝日等を除く平日９：00～17：00、ただし、株主総会当日は９：00～株主総会終了まで）

－ 7 －
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事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、インフレや資源価格の高止まりに加え、足元では欧米
の金融システム不安等の影響を背景とした世界的な景気後退懸念が強まる中、輸出の減速や生
産の弱含みが見られる等、先行きの不透明な状況で推移しました。

このような状況下、当社グループはＦＡ機器等の基幹ビジネスの更なる拡大に加え、「海外
ビジネス」、「医療ビジネス」、「自動化ビジネス」、「オリジナル製品」等の成長分野に注
力しつつ、国や企業のデジタル化の推進及び脱炭素社会への進展等、様々な社会的変革を好機
として捉え、更なる成長に向けた「ＮＥＷビジネスの創造」に取組んでまいりました。加え
て、前連結会計年度より連結グループに加わったLe Champ (South East Asia) Pte Ltdとのシ
ナジー創出にも注力してまいりました。

これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高974億４百万円（前年度比19.4%
増）、営業利益39億19百万円（前年度比29.7%増）、経常利益40億41百万円（前年度比27.6%
増）、親会社株主に帰属する当期純利益27億38百万円（前年度比30.8%増）となりました。
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事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。

①　ＦＡ・デバイス事業
（産業機器システム）

産業機器システム分野においては、ＦＡ機器が半導体製造装置関連向け、産業メカトロニク
スが５Ｇ関連向けで増加したことに加え、前連結会計年度の第２四半期から当社グループに加
わったLe Champグループが装置システムの売上増に寄与したことから、この部門全体の売上
高は前年同期比14.3%の増となりました。

（半導体・デバイス）
半導体・デバイス分野においては、半導体製造装置関連及びパワーコンディショナー向け半

導体が増加したことに加え、Le Champグループがデバイスの売上増に大きく寄与したことか
ら、この部門全体の売上高は前年同期比38.5%の増となりました。

これらの結果、ＦＡ・デバイス事業においては、売上高766億55百万円（前年度比24.1％
増、構成比78.7％）、営業利益は32億93百万円（前年度比29.8％増）となりました。

②　社会・情報通信事業
（社会インフラ）

社会インフラ分野においては、空調機器やＣＴ・ＭＲＩ等の医療用診断装置が増加したこと
から、この部門全体の売上高は前年同期比10.4%の増となりました。

（情報通信）
情報通信分野では、ＯＡ機器及びセキュリティ関連製品が増加したものの、主力の携帯電話

でスマホ端末の販売が減少したことから、この部門全体の売上高は前年同期比5.3%の減となり
ました。

これらの結果、社会・情報通信事業においては、売上高207億48百万円（前年度比4.5％増、
構成比21.3％）、営業利益は６億26百万円（前年度比29.5％増）となりました。
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事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事 業 区 分 部 門
133期

（2022年３月期）
134期

（2023年３月期） 前 期 比
増 減 率売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比

Ｆ Ａ ・ デ バ
イ ス 事 業

百万円 ％ 百万円 ％ ％
産 業 機 器 シ ス テ ム 36,649 44.9 41,898 43.0 +14.3
半 導 体 ・ デ バ イ ス 25,102 30.8 34,757 35.7 +38.5

計 61,751 75.7 76,655 78.7 +24.1

社 会 ・ 情 報
通 信 事 業

社 会 イ ン フ ラ 12,410 15.2 13,701 14.1 +10.4
情 報 通 信 7,440 9.1 7,047 7.2 △5.3

計 19,851 24.3 20,748 21.3 +4.5
合　計 81,603 100.0 97,404 100.0 +19.4

事業区分別売上高

（注）上記金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度につきましては、特記すべき事項はありません。

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度につきましては、特記すべき事項はありません。
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財産及び損益の状況の推移

区　分
第 131 期

2020年３月期

第 132 期

2021年３月期

第 133 期

2022年３月期

第 134 期
（当期）

2023年３月期
売 上 高 (百万円） 74,268 63,568 81,603 97,404

経 常 利 益 (百万円） 2,584 2,195 3,168 4,041

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 (百万円） 1,631 1,344 2,092 2,738

１株当たり当期純利益 (円） 110.87 91.38 137.00 171.56

総 資 産 (百万円） 43,600 49,317 59,150 64,076

純 資 産 (百万円） 28,166 29,930 33,178 35,608

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 1,914.16 2,034.04 2,078.17 2,230.29

⑷　財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基
　　　　　づき算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数は、いずれも自己
　　　　　株式数を控除して算出しております。
　　　２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第133期の期首から

適用しており、第133期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

－ 11 －



2023/05/22 23:06:55 / 22949785_株式会社たけびし_招集通知_電子提供措置用

財産及び損益の状況の推移

区　分
第 131 期

2020年３月期

第 132 期

2021年３月期

第 133 期

2022年３月期

第 134 期
（当期）

2023年３月期
売 上 高 (百万円） 62,359 53,406 60,439 68,663

経 常 利 益 (百万円） 2,278 1,928 2,677 3,412

当 期 純 利 益 (百万円） 1,468 1,308 1,794 2,334

１株当たり当期純利益 (円） 99.80 88.92 117.43 146.29

総 資 産 (百万円） 38,602 43,795 49,526 52,834

純 資 産 (百万円） 25,467 27,163 29,687 30,896

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 1,730.74 1,845.99 1,860.11 1,935.86

②　当社の財産及び損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基づ
　　　　　き算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数は、いずれも自己株式
　　　　　数を控除して算出しております。
　　　２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第133期の期首から

適用しており、第133期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。
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対処すべき課題

⑸　対処すべき課題
当社グループは、日々変化する経済情勢や事業環境に柔軟に対処すべく、成長戦略、財務体

質の強化をはじめとした以下の課題に取組み、更なる業容の拡大と経営基盤の強化を目指して
まいります。

また、重要なサステナビリティ課題としては、CO2排出量削減に向けた取組み及び気候変動
への対応とTCFDの枠組みに基づく開示に加えて、人材を「資本」として捉え、その価値を最
大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につなげる人的資本経営及び健康経営を推進
してまいります。

①成長戦略
  ＦＡ機器等の基幹ビジネスの更なる拡大に加え、「海外ビジネス」、「医療ビジネス」、
「自動化ビジネス」、「オリジナル製品」等の成長分野に注力しつつ、国や企業のデジタル
化の推進及び脱炭素社会への進展等、様々な社会的変革を好機として捉え、更なる成長に向
けた「ＮＥＷビジネスの創造」に取組んでまいりました。加えて、前連結会計年度より連結
グループに加わったLe Champ (South East Asia) Pte Ltdとのシナジー創出にも注力して
まいります。

②財務体質の強化
  貸倒れ・未収債権・不良在庫の防止に努めるとともに、徹底した無駄の排除と業務効率化
の推進による経営体質の更なる強化に取組んでおります。

③人材の確保と育成
  少子高齢化や労働人口の減少等、雇用環境が大きく変化する中、多様な能力を持つ人材の
確保に加え、貴重な経営資源である従業員が、能力を最大限に発揮できるための人事制度や
教育研修体系を整備し、創造力、実践力の溢れる人材を育成します。
  また、当社は「従業員とその家族の健康づくりに積極的に取り組み、一人ひとりが明るく
元気に働くことができる環境を実現し、さらなる企業価値を高めるべく健康経営に邁進す
る」との健康宣言を掲げ、「健康経営優良法人2023（大規模法人部門）」に認定されてい
ます。
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対処すべき課題

④内部統制への取組み
  コンプライアンスの重要性を認識し、社会的責任の自覚、社会規範や倫理に適合した行
動、企業活動における関係法令遵守、社内ルール遵守の徹底を行っております。
  また、「企業倫理の遵守と社会への貢献」の行動基準のもと、財務報告の適正性を確保す
るため、金融商品取引法等の法令に準拠し、財務報告に係わる内部統制を整備しておりま
す。

⑤環境問題、品質マネジメント、情報セキュリティマネジメントへの取組み
  地球にやさしい企業を目指し、全社を挙げて環境問題に積極的に対応するため環境マネジ
メントの国際規格「ISO14001」の認証を取得しております。
  また、「顧客第一」の経営方針のもと、製品の品質保証と顧客満足度の向上を目的に品質
マネジメントシステムの国際規格「ISO9001」の認証を取得するとともに、情報資産の安
全かつ適正な管理・運用を実施することを目的として、情報セキュリティマネジメントシス
テムの国際規格「ISO27001」の認証を取得しております。
  今後は、2030年度を目標として当社グループ全体でのカーボンニュートラル実現に向けた
取組みや、気候変動に係るリスク及び収益機会が当社の事業活動や収益等に与える影響につ
いて、必要なデータの収集と分析を行い、TCFDの枠組みに基づく開示の質と量の充実を進
めてまいります。

⑥個人情報保護マネジメントへの取組み
  お客様個人を識別し得る情報を適切に保護することの重要性を認識し、個人情報に関する
保管・安全管理などの保護体制を強化するため、「個人情報保護マネジメントシステム行動
指針」を設けております。
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重要な親会社及び子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 フ ジ テ レ コ ム ズ 88百万円 100％ 携帯電話等の卸売及び販売

株式会社ＴＳエンジニアリング 30百万円 100 空調設備・機器の設計・工事
及び保守

梅 沢 無 線 電 機 株 式 会 社 57百万円 100 半導体、電子部品の販売
自社製品設計・販売

竹 菱 興 産 株 式 会 社 10百万円 100 倉庫業務及び保険代理業務

竹 菱 香 港 有 限 公 司 52,993千香港ドル 100 電子機器の販売

竹菱(上海)電子貿易有限公司 500万米ドル 100
(100) 電子機器の販売

TAKEBISHI(THAILAND)
CO.,LTD. 110百万タイバーツ 100 電子機器の販売

Le Champ (South East Asia)
Pte Ltd 1,000千シンガポールドル 100 電子部品、電子機器の販売

TAKEB ISH I  V IETNAM
CO.,LTD. 85万米ドル 100 電子機器の販売

⑹　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

当社は親会社を有しておりません。

②　重要な子会社の状況

（注）１．当社出資比率の（　）内は、間接出資比率で内数であります。
　　  ２．当社は、2022年４月にベトナム現地法人を設立いたしました。
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主要な事業内容

事 業 区 分 部 門 主要な営業品目

ＦＡ・デバイス事業

産 業 機 器 シ ス テ ム
ＦＡ機器（コントローラ、駆動制御、配電制御、
回転機、オムロン機器）、ＦＡシステム、産業機　
他

半 導 体 ・ デ バ イ ス 半導体製品、電子デバイス製品　他

社会・情報通信事業

社 会 イ ン フ ラ 冷熱住設機器、ビル設備、重電（電力・公共）、
電子医療機器　他

情 報 通 信 情報システム、携帯電話　他

⑺　主要な事業内容（2023年３月31日現在）
当社グループは、当社と子会社14社により構成されており、産業機器システム、半導体・デ

バイス、社会インフラ（冷熱住設機器、ビル設備、重電、電子医療機器）、情報通信（情報シス
テム、携帯電話等）の販売とソフト開発を主な事業とし、さらに関連する物流及び保守・サービ
ス、工事等の事業活動を展開しております。

当社グループの事業内容は次の通りであります。
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主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地

本 社 京 都 市 右 京 区

東 京 支 店 東 京 都 千 代 田 区

名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 中 村 区

滋 賀 支 店 滋 賀 県 彦 根 市

栗 東 支 店 滋 賀 県 栗 東 市

畿 北 支 店 京 都 府 福 知 山 市

大 阪 支 店 大 阪 市 北 区

九 州 支 店 福 岡 市 博 多 区

甲 府 営 業 所 山 梨 県 甲 府 市

名 称 本 社 所 在 地

株 式 会 社 フ ジ テ レ コ ム ズ 大 阪 市 中 央 区

株 式 会 社 Ｔ Ｓ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 京 都 市 右 京 区

梅 沢 無 線 電 機 株 式 会 社 東 京 都 千 代 田 区

竹 菱 興 産 株 式 会 社 京 都 市 右 京 区

竹 菱 香 港 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 （ 香 港 ）

竹 菱 ( 上 海 ) 電 子 貿 易 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 （ 上 海 ）

T A K E B I S H I （ T H A I L A N D )  C O . , L T D . タ イ （ バ ン コ ク ）

L e  C h a m p （ S o u t h  E a s t  A s i a )  P t e  L t d シ ン ガ ポ ー ル

T A K E B I S H I  V I E T N A M  C O . , L T D . ベ ト ナ ム （ ホ ー チ ミ ン ）

⑻　主要な事業所（2023年３月31日現在）
①　当社

②　子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況

事 業 区 分 従業員数 前期末比増減

Ｆ Ａ ・ デ バ イ ス 事 業 516 （44）名 8名増

社 会 ・ 情 報 通 信 事 業 281 （37）名 5名減

合 計 797 （81）名 3名増

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

407（35）名 　　　　― 39.7才 16.8年

⑼　従業員の状況（2023年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人数を（　）内に外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人数を（　）内に外数で記載しております。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,320百万円

株 式 会 社 京 都 銀 行 950百万円

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 500百万円

⑽　主要な借入先（2023年３月31日現在）
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⑴　発行可能株式総数 28,280,000株
⑵　発行済株式の総数 15,961,000株
⑶　株主数 23,163名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 菱 電 機 株 式 会 社 2,340千株 14.66％

株 式 会 社 立 花 エ レ テ ッ ク 1,059 6.64

株 式 会 社 サ ン セ イ テ ク ノ ス 763 4.78

た け び し 従 業 員 持 株 会 749 4.69

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 683 4.28

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 562 3.52

矢 　 野 　 チ ズ 子 438 2.74

株 式 会 社 京 都 銀 行 428 2.68

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 326 2.04

京 都 中 央 信 用 金 庫 303 1.90

２．会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

⑷　大株主（上位10名）

（注）１. 持株比率は自己株式（945株）を控除して計算しております。
２. 株式会社立花エレテックの持株数には、株式会社立花エレテックが退職給付信託の信託財産として拠

出している当社株式600千株（持株比率3.75％）を含んでおります。
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 小 倉 　 勇 執行役員社長

取 締 役 岡 垣 浩 志 専務執行役員技術本部長

取 締 役 坂 口 和 彦 常務執行役員経営推進室長

取 締 役 大 井 　 武 執行役員経営戦略室長

取 締 役 木 ノ 下 英 則
三菱電機株式会社関西支社副支社長
兼機器第一部長
萬世電機株式会社社外取締役

取 締 役 池 田 　 聡 桜美林大学大学院国際学術研究科准教授
株式会社経営共創基盤インダストリー･アドバイザー

取 締 役
(常勤監査等委員) 大 西 康 治

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 河 本 茂 行 河本総合法律事務所代表弁護士

曙ブレーキ工業株式会社社外取締役（監査等委員）

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 山 田 善 紀

税理士法人川嶋総合会計代表社員
株式会社フジックス社外取締役（監査等委員）
株式会社トーセ社外取締役（監査等委員）

３．会社役員に関する事項
⑴　取締役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 2022年６月28日開催の第133期定時株主総会において、新たに大井　武及び木ノ下英則並びに池田
聡の各氏は取締役に選任され就任いたしました。

２. 2022年６月28日開催の第133期定時株主総会終結の時をもって、取締役橋本之博及び亀井　孝、
岩田武久、黒澤豊司の各氏は任期満了により取締役を退任いたしました。

３. 取締役木ノ下英則、池田　聡及び監査等委員である取締役河本茂行、山田善紀の各氏は社外取締役で
あります。

４. 取締役池田　聡及び監査等委員である取締役河本茂行、山田善紀の各氏につきましては、株式会社東
京証券取引所に対し、同取引所の定める独立役員として届け出ております。

５. 監査等委員である取締役河本茂行氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を
有しております。

６. 監査等委員である取締役山田善紀氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有しております。

７. 内部監査部門等との連携を通じて情報収集の充実を図り、監査・監督機能をより強化するため、大西
康治氏を常勤の監査等委員として選定しております。

８. 取締役木ノ下英則、池田　聡及び監査等委員である取締役河本茂行、山田善紀の各氏との間で会社法
第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており
ます。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円または会社法第425条第１項で

－ 20 －
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氏　名 新 旧 異動年月日

河 本 茂 行

社外取締役（監査等委員）
河本総合法律事務所
代表弁護士
兼Unipos株式会社
社外監査役
兼曙ブレーキ工業株式会社
社外取締役（監査等委員）

社外取締役（監査等委員）
烏丸法律事務所パートナー
弁護士
兼Unipos株式会社
社外監査役
兼曙ブレーキ工業株式会社
社外取締役（監査等委員）

2022年４月１日

社外取締役（監査等委員）
河本総合法律事務所
代表弁護士
兼曙ブレーキ工業株式会社
社外取締役（監査等委員）

社外取締役（監査等委員）
河本総合法律事務所
代表弁護士
兼Unipos株式会社
社外監査役
兼曙ブレーキ工業株式会社
社外取締役（監査等委員）

2022年６月29日

岡 垣 浩 志 取締役専務執行役員
技術本部長

取締役常務執行役員
技術本部長 2022年６月28日

定める最低責任限度額とのいずれか高い額となります。
９．当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお

ります。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社および当社のすべての子会社のすべての取締役、監
査役、執行役員および管理職従業員（既に退任している者および新たに選任された者を含む。）であ
り、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者が会社の役員としての業
務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が
被る損害賠償金や、訴訟費用が塡補されることとなります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性
が損なわれないようにするため、贈収賄等の犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等
は塡補の対象としないこととしております。

10. 当事業年度中の取締役の地位、担当または重要な兼職の異動
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⑵　取締役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除
く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しておりま
す。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名等委員会へ諮問
し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名等委員会から
の答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しており
ます。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
１. 基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株
主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬の決定に際
しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報
酬は、固定報酬としての基本報酬及び業績連動報酬により構成し、監督機能を担う非常勤取締役（監
査等委員である取締役を除く）および社外取締役については、その職務に鑑み、原則基本報酬のみを
支払うこととする。

２. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の
決定に関する方針を含む。）
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の基本報酬は、月額の固定報酬とし、取締役の役
位、その職務内容及び業績・評価等を考慮しながら、予め定めた範囲で総合的に勘案して決定するも
のとする。

３. 業績連動報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または
条件の決定に関する方針を含む。)
業績連動報酬等は、企業価値の向上が株主との共通の目的であることから各事業年度の業績指標を反
映した現金報酬とし、当期純利益を基本とした数値より予め定めた算定式に従って段階的に変動する
仕組みとし、その算出された額を賞与として毎年、一定の時期に支給する。

４. 取締役の個人別の基本報酬、業績連動報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、２項の基本報酬に加え、３項で算出した業績連動報
酬を加えたものであり、株主と経営者の利害を共有し、企業価値の持続的な向上に寄与するために、
最も適切な支給割合となることを方針とするが、個人別にはその役位・職務内容・担当事業の業績に
加え、中長期的な活動状況を踏まえた上で個別評価し、決定するものとする。

５. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬等については、上記項目に基づき担当取締役が厳正に算出し、代表取締役社長が個別評
価を行ったうえで指名等委員会に諮問し、決定することとする。
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区 分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別総額 (百万円 ) 対象となる役員
の員数（人）基 本 報 酬 業 績 連 動

報 酬 等
非 金 銭
報 酬 等

取締役(監査等委員を除く)
( う ち 社 外 取 締 役 )

244
（３）

106
（３）

138
（－）

－
（－）

８
（１）

取 締 役 ( 監 査 等 委 員 )
( う ち 社 外 取 締 役 )

27
（12）

27
（12）

－
（－）

－
（－）

３
（２）

合 計
( う ち 社 外 役 員 )

272
（15）

134
（15）

138
（－）

－
（－）

11
（３）

②　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 上記には、2022年６月28日開催の第133期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等
委員を除く）３名（うち社外取締役０名）を含んでおります。

２. 上記の支給人員には無報酬の取締役（監査等委員を除く）２名（うち社外取締役２名）を含んでおり
ません。

３. 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、2017年６月28日開催の第128期定時株
主総会において年額400百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員
数は、８名（うち、社外取締役１名）です。

４. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2017年６月28日開催の第128期定時株主総会において年
額40百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数
は、３名です。

５. 業績連動報酬等にかかる業績指標は、当期純利益を基本とした数値より予め定めた算定式に従って段
階的に変動する仕組みとしております。なお、業績連動報酬等の算出に用いた当期純利益の実績は
1,794百万円であります。当該指標を選択した理由は企業価値の向上が株主との共通の目的であるか
らであります。

６. 取締役会は、代表取締役社長小倉　勇に対し各取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、「取
締役」という。）の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締役の担当事業の業績等を踏まえた業績
連動報酬の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各
取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。
なお、個人別の報酬等については、その役位、職務内容、担当事業の業績に加え、中長期的な活動状
況を踏まえた上で担当取締役が厳正に算出し、代表取締役社長が個別評価を行ったうえで指名等委員
会に諮問し、決定するものとしております。

③　当事業年度において支払った役員退職慰労金
　当社は、役員退職慰労金制度を2015年６月26日開催の定時株主総会終結の時をもって廃止
いたしました。これに伴い、引き続き在任する取締役については、当該定時株主総会終結の時
までの在任期間に対する退職慰労金を打ち切り支給することとし、退任時に支払うことを当該
定時株主総会で決議いたしました。
　これに基づき、当事業年度中に退任した取締役（監査等委員を除く）３名に対し57百万円の
役員退職慰労金を支給しております。

④　社外役員が子会社から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。
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地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 木 ノ 下 英 則 三菱電機株式会社関西支社副支社長兼機器第一部長
萬世電機株式会社社外取締役

取 締 役 池 田 　 聡 桜美林大学大学院国際学術研究科准教授
株式会社経営共創基盤インダストリー･アドバイザー

取 締 役
（監査等委員） 河 本 茂 行 河本総合法律事務所代表弁護士

曙ブレーキ工業株式会社社外取締役（監査等委員）

取 締 役
（監査等委員） 山 田 善 紀

税理士法人川嶋総合会計代表社員
株式会社フジックス社外取締役（監査等委員）
株式会社トーセ社外取締役（監査等委員）

⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者及び社外役員の兼職状況並びに当社と当該他の法人等の関係

（注）１. 三菱電機株式会社は当社の大株主であり、主要な仕入先・販売先であります。
２. 萬世電機株式会社は製品の仕入先・販売先であります。
３. 株式会社トーセは製品の販売先であります。
４. 桜美林大学大学院及び株式会社経営共創基盤、河本総合法律事務所、曙ブレーキ工業株式会社、税理

士法人川嶋総合会計並びに株式会社フジックスと当社との間には、特別な関係はありません。
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区 分 氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役 木 ノ 下 英 則 2022年６月28日就任以来、開催された取締役会10回の全てに出席
し、当社の経営上有用な指摘、意見をいただいております。

取 締 役 池 田 　 聡
2022年６月28日就任以来、開催された取締役会10回の全てに出席
し、主に教育者としての立場から多様な視点で、当社の経営上有用な
指摘、意見をいただいております。

取 締 役
（監査等委員） 河 本 茂 行

当事業年度開催の取締役会13回及び監査等委員会15回の全てに出席
し、主に弁護士としての専門的見地から、当社の経営上有用な指摘、
意見をいただいております。また指名等委員会の委員長として、当事
業年度開催の指名等委員会17回全てに出席し、取締役候補者の選定に
対し、取締役会への積極的な提言を実施することで、コーポレートガ
バナンスの向上に貢献する役割を担っております。

取 締 役
（監査等委員） 山 田 善 紀

当事業年度開催の取締役会13回及び監査等委員会15回の全てに出席
し、主に公認会計士及び税理士としての専門的見地から、当社の経営
上有用な指摘、意見をいただいております。また指名等委員会の委員
として、当事業年度開催の指名等委員会17回全てに出席し、取締役候
補者の選定に対し、取締役会への積極的な提言を実施することで、コ
ーポレートガバナンスの向上に貢献する役割を担っております。

②　当事業年度における主な活動状況
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区 分 報 酬 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 45百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 45百万円

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 当社の重要な子会社のうち、竹菱香港有限公司及び竹菱（上海）電子貿易有限公司は、当社の会計監
査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含
む）の法定監査を受けております。

３. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である国際業務
に関する顧問契約についての対価を支払っております。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等
委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制

⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の通りであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社グループは事業活動における法令・企業倫理・社内規則等を遵守し、併せて企業不祥事
の撲滅を目指すため、当社グループ全体でコンプライアンス体制を構築しております。
　また、併せて内部通報制度（ホットライン）を設け、公益通報者保護法への対応と企業不祥
事の未然防止に取り組んでおります。さらに、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力
及び団体とは一切の関係を遮断し、これらの勢力から不当な要求を受けた場合には、必要に応
じて警察等の外部専門機関と連携し、組織全体として毅然とした態度で対応いたします。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は文書管理規程に基づき、文書事務の組織的かつ効率的な運営を図っております。
　また、取締役は取締役会議事録、株主総会議事録、稟議書など取締役の職務の執行に係る重
要文書を、文書管理規程の定めるところに従い、適切に保存し、かつ管理しております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社のリスク管理体制は、高度情報化・グローバル化の進展に伴うリスクの多様化に備え
て、内部監査専任部署である監査室に加え、管理部門を経営戦略室と経営推進室に組織設定
し、危機管理に関する情報提供・啓発活動を当社グループ全体で行うことにより、危機管理体
制の充実と強化を図り、内部通報規程やコンプライアンス規程など諸規程の整備を行っており
ます。
　また、重要な法務問題については、必要により顧問弁護士と連携し対応しております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）の選任では、その任期は１年となってお
り、事業年度毎の経営責任の更なる明確化が図られております。
　また、取締役会を原則として月１回開催し、意思決定の迅速化、機動的経営の実行を図るべ
く、重要事項の決定を行っております。
　なお、当社グループ全体の事業年度計画を策定するとともに、経営会議等を定期的に開催し
て重要事項の審議・意思決定を行い、効率的な業務執行が行われるように努めております。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　①項に記載の通り、関係子会社についても、当社グループ全体でコンプライアンス体制を構
築し、その徹底を図っております。
　また、関係子会社の業務の適正を判断するため、「関係会社管理規程」を定めており、全般
的な管理方針及び諸手続、指導、育成、協力を促進して、企業グループとしてその健全な発展
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と経営効率の向上を図り、適正な業務の運営を維持します。
⑥　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びにその使用人の他の取締役（監査

等委員を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査等委員会の職務を補助する監査等委員会事務局を設置し、事務局所属の使用人を配置し
ます。その使用人が監査等委員会の指示に従って監査業務の補助を行います。
　なお、その使用人が監査業務の補助を行う場合は、指揮・命令・監督権は監査等委員会に移
譲されたものとし、他の取締役からの独立性を確保いたします。

⑦　当社グループの役員及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制及び当該報告をした
ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社グループの役員及び使用人は、法令、定款及び社内規程、その他重大な倫理に違反した
と認められる行為を発見した場合には、直ちに監査等委員会に報告します。
　また、内部通報制度を設けコンプライアンス責任者が重大と判断した場合は、監査等委員会
に報告します。
　なお、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹
底しております。

⑧　監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員は、取締役会や経営会議などの重要な会議に出席するとともに、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）からの職務執行状況の報告聴取、現業部門等への往査、関係会社
への訪問調査など厳正に監査を実施いたします。
　また、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催いたします。

⑨　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務
の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は監査等委員がその職務の執行について費用の前払い等を請求したときは、その適正の
是非について経営推進室において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査等委員
の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、円滑に当該費用または債務を処理いたし
ます。
　なお、監査等委員の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算
を設けることにしております。

⑩　財務報告の適正性を確保するための体制
　当社は、「企業倫理の遵守と社会への貢献」の行動基準の下、子会社を含めグループ一丸と
なって、財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し、財務報告に係
わる内部統制の体制整備と強化を図っております。
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⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　コンプライアンスに対する取組み
　コンプライアンスに対する適正を確保するため、3ヶ月毎にコンプライアンス委員会を開催
しております。その中でガバナンスの強化に向け、コンプライアンス違反事例等を社内共有
し、対応等の議論をしております。
　また、内部統制の在り方についても、体制の不備やチェック機能の見直しを行い、従業員へ
の社内教育を徹底することで、不正の防止に努めております。

②　反社会的勢力の排除に対する取組み
　取引開始前に信用調査を実施し、反社会的勢力と関わりがないか、社内の各部署と連携を取
り複数の監視を行っております。
　また、所轄警察署や近隣企業で構成する会合に定期的に出席し、反社会的勢力に関して情報
交換を継続して行っております。

③　事業継続に対する取組み
　災害発生時、先ず速やかに従業員の安否を確認するため、安否確認システムを利用した訓練
を継続し、有効性を確認しております。更に災害時初動対応マニュアルを定め、避難・消火訓
練等を通して、その有効性を高め有事に備えております。
　また、対策救助班以外の一般従業員にも広く訓練を実施することで、災害への意識を高め、
事業継続に向けてより一層対策を強化いたしました。

④　グループ会社の経営管理体制
　グループ会社（国内・海外）を対象とした計画審議会（年２回）を継続して実施し、各社の
年度計画及びその進捗等、経営状況に関して報告を受けております。

⑤　取締役の職務執行体制
　取締役会を13回開催し、機動的経営の実行及び迅速な重要事項の決定を行いました。ま
た、取締役は各々担当する業務の執行状況について、取締役会にて報告を行い、その内容等に
ついて活発に議論いたしました。

⑥　監査等委員である取締役の監査体制
　監査等委員会を15回開催し、監査計画等の協議決定及び監査結果報告を行いました。ま
た、監査等委員である取締役は取締役会にて有用な意見を述べるとともに、会計監査人及び監
査室と連携し実効性の確保に努めております。
　その他にも、監査等委員会の職務を補助する監査等委員会事務局を設置し、監査の有効性向
上を図っております。
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⑦　内部監査の体制
　監査室が、監査計画書に従い社内及び子会社を含めたグループ会社で職務執行状況の聴取や
決裁書類の確認等を行い適宜指導、勧告しております。監査結果については、当該関係者及び
社長に報告しております。

⑧　役員人事の決定プロセス
　委員の過半数が独立社外取締役で構成された指名等委員会を設置し、役員人事の決定プロセ
スにおける「客観性」・「透明性」・「適時性」を高めております。
　設置された指名等委員会では公平な評価に基づく密度の濃い議論が行われ、取締役会への積
極的な提言を実施することで、コーポレートガバナンスの向上に貢献する役割を担っておりま
す。
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⑺　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主様に対する利益還元を経営上の最重要課題のひとつと認識し、安定的な配当を基
本としつつ業績及び財務状況等を総合的に勘案して利益還元を行う方針であります。
　当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり29円00銭とすることを2023年４月28日
の取締役会で決議しました。
　既に中間配当を１株当たり27円00銭で実施しておりますので、年間配当額は１株当たり56円
00銭となりました。
　また、内部留保資金につきましては、企業体質の充実と将来の業容拡大に備えるものでありま
す。

(注)この事業報告中の記載金額、株数は表示単位未満を切り捨てております。
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連結貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形､売掛金及び契約資産

電 子 記 録 債 権

商 品

仕 掛 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

顧 客 関 連 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

50,832

6,494

21,901

6,669

13,591

44

2,235

△104

13,243

4,286

1,912

2,105

268

2,114

81

1,076

936

20

6,843

5,399

210

1,242

△9　

流 動 負 債 26,853
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 16,787
電 子 記 録 債 務 1,508
短 期 借 入 金 4,837
未 払 金 1,237
未 払 法 人 税 等 926
賞 与 引 当 金 843
そ の 他 711

固 定 負 債 1,613
長 期 借 入 金 250
長 期 未 払 金 49
繰 延 税 金 負 債 959
土地再評価に係る繰延税金負債 5
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 40
退 職 給 付 に 係 る 負 債 235
資 産 除 去 債 務 26
そ の 他 46

負 債 合 計 28,467
純 資 産 の 部

株 主 資 本 33,069
資 本 金 3,384
資 本 剰 余 金 4,058
利 益 剰 余 金 25,625
自 己 株 式 △0

その他の包括利益累計額 2,526
その他有価証券評価差額金 2,382
土 地 再 評 価 差 額 金 △1,140
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,198
退職給付に係る調整累計額 85

非 支 配 株 主 持 分 13
純 資 産 合 計 35,608

資 産 合 計 64,076 負 債 ・ 純 資 産 合 計 64,076

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 97,404
売 上 原 価 83,591

売 上 総 利 益 13,812
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,893

営 業 利 益 3,919
営 業 外 収 益 259

受 取 利 息 7
受 取 配 当 金 110
仕 入 割 引 16
賃 貸 収 入 54
そ の 他 69

営 業 外 費 用 136
支 払 利 息 61
賃 貸 原 価 24
為 替 差 損 39
そ の 他 10
経 常 利 益 4,041

特 別 利 益 21
固 定 資 産 売 却 益 5
投 資 有 価 証 券 売 却 益 16

特 別 損 失 6
固 定 資 産 除 却 損 6
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,056
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,379
法 人 税 等 調 整 額 △64 1,315
当 期 純 利 益 2,741
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,738

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 3,384 4,058 23,733 △0 31,176

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △845 △845
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,738 2,738

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額） －

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,892 △0 1,892

当 期 末 残 高 3,384 4,058 25,625 △0 33,069

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 2,661 △1,140 343 125 1,990 10 33,178

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △845
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 2,738

自 己 株 式 の 取 得 － － △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額（純額） △278 854 △40 535 3 538

当 期 変 動 額 合 計 △278 － 854 △40 535 3 2,430

当 期 末 残 高 2,382 △1,140 1,198 85 2,526 13 35,608

連結株主資本等変動計算書
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貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品
仕 掛 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
器 具 備 品
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
賃 貸 不 動 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

34,635
1,763
961

6,419
14,189
9,248

35
661

1,386
△31

18,199
2,979
958
84
42

1,764
129
73
58
14

15,146
5,162
9,099
525
369
△9　

流 動 負 債 21,011
電 子 記 録 債 務 1,503
買 掛 金 14,124
短 期 借 入 金 2,720
未 払 金 894
未 払 費 用 131
未 払 法 人 税 等 686
賞 与 引 当 金 642
そ の 他 308

固 定 負 債 926
長 期 借 入 金 250
繰 延 税 金 負 債 566
土地再評価に係る繰延税金負債 5
退 職 給 付 引 当 金 94
そ の 他 10

負 債 合 計 21,938
純 資 産 の 部

株 主 資 本 29,665
資 本 金 3,384
資 本 剰 余 金 4,058
資 本 準 備 金 3,886
そ の 他 資 本 剰 余 金 172
利 益 剰 余 金 22,222
利 益 準 備 金 111
そ の 他 利 益 剰 余 金 22,110
土 地 圧 縮 積 立 金 102
別 途 積 立 金 5,200
繰 越 利 益 剰 余 金 16,808

自 己 株 式 △0
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,230
その他有価証券評価差額金 2,371
土 地 再 評 価 差 額 金 △1,140
純 資 産 合 計 30,896

資 産 合 計 52,834 負 債 ・ 純 資 産 合 計 52,834

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 68,663
売 上 原 価 59,419
売 上 総 利 益 9,244

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,087
営 業 利 益 3,156

営 業 外 収 益 310
受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 201
仕 入 割 引 16
賃 貸 収 入 59
そ の 他 31

営 業 外 費 用 55
支 払 利 息 9
賃 貸 原 価 34
そ の 他 11
経 常 利 益 3,412

特 別 利 益 16
投 資 有 価 証 券 売 却 益 16

特 別 損 失 0
固 定 資 産 除 却 損 0
税 引 前 当 期 純 利 益 3,428
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,026
法 人 税 等 調 整 額 67 1,093
当 期 純 利 益 2,334

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合　　　計土地圧縮

積 立 金
別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,384 3,886 172 4,058 111 102 5,200 15,319 20,733 △0 28,177
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △845 △845 △845
当 期 純 利 益 － 2,334 2,334 2,334
自己株式の取得 － － △0 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － － 1,488 1,488 △0 1,488
当 期 末 残 高 3,384 3,886 172 4,058 111 102 5,200 16,808 22,222 △0 29,665

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 2,650 △1,140 1,510 29,687
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △845
当 期 純 利 益 － 2,334
自己株式の取得 － △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △279 △279 △279

当 期 変 動 額 合 計 △279 － △279 1,209
当 期 末 残 高 2,371 △1,140 1,230 30,896

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

2023年５月17日

取締役会　御中
有限責任監査法人　ト ー マ ツ
　 京　　都　　事　　務　　所

独立監査人の監査報告書

株式会社たけびし

　 指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 戸 脇 美 紀
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 出 唯 知

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社たけびしの2022年4月1日から
2023年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社たけびし及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
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連結計算書類に係る会計監査報告

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上

－ 41 －



2023/05/22 23:06:55 / 22949785_株式会社たけびし_招集通知_電子提供措置用

計算書類に係る会計監査報告

2023年５月17日

取締役会 御中
有限責任監査法人 ト ー マ ツ
  京  都  事  務  所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 戸 脇 美 紀
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 出 唯 知

独立監査人の監査報告書

株式会社たけびし

 監査意見
 当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社たけびしの2022年4月1
日から2023年3月31日までの第134期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
 当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容
 その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
 計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
 当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
 その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
 計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

 監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
 監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第134期事業年度の取締役
の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締
役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画並びに重
点監査項目等を定め、職務の分担等に従い、重要な会議に出席し、代表取締役及び取締
役等との意見交換並びに使用人等との面談を通して、その職務の執行に関する事項の報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の内部監査部門
その他内部統制所管部門と意思疎通を図り、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、グル－プ会社については、グル－プ会社の取締役
及び監査役と意思疎通、情報交換を図ると共に、内部監査部門等による往査若しくはリ
モ－ト監査に立会い、あるいは単独で赴き、必要に応じてグル－プ会社から事業の報告
を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。更には、会計監査人の評価・選定に係る相当性に関し
検証いたしました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行
うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果
(1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月19日
株式会社たけびし　監査等委員会

常勤監査等委員 大 西 康 治 ㊞
監査等委員 河 本 茂 行 ㊞
監査等委員 山 田 善 紀 ㊞

　

（注）監査等委員河本茂行及び山田善紀は、会社法第２条第15号及び第331条
第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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取締役選任議案

株主総会参考書類
第１号議案

　 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　名 現在の当社における地位、担当

１ 再 任　
お
小

 

　
 

 
 

 
 

　
ぐら
倉

 

　
 

 
 

 
 

　
 

　
 

　
 

 
 

 
 

　
いさむ
勇 代表取締役社長執行役員社長

２ 再 任　
おか
岡

 

　
 

 
 

 
 

　
がき
垣

 

　
 

 
 

 
 

　
ひろ
浩

 

　
 

 
 

 
 

　
し
志 取締役専務執行役員技術本部長

３ 再 任　
さか
坂

 

　
 

 
 

 
 

　
ぐち
口

 

　
 

 
 

 
 

　
かず
和

 

　
 

 
 

 
 

　
ひこ
彦 取締役常務執行役員経営推進室長

４ 再 任　
おお
大

 

　
 

 
 

 
 

　
い
井

 

　
 

 
 

 
 

　
 

　
 

　
 

 
 

 
 

　
たけし
武 取締役執行役員経営戦略室長

５ 再 任
社 外　

き
木

 

 
 

 
の
ノ

 

 
 

 
した
下 　

 

  
 

 
 

　
ひで
英

 

　
 

 
 

　
のり
則 取締役

６
再 任
社 外
独 立　

いけ
池

 

　
 

 
 

 
 

　
だ
田

 

　
 

 
 

 
 

　
 

　
 

　
 

 
 

 
 

　
そう
聡 取締役

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となり
ます。
　つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきまして、監査等委員会及び指名等委員会はすべての取締役候補者について適任
であると判断しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次の通りであります。
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候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

再 任
1

　

お

小
 

　
ぐら

倉
 

　
 

　
 

　
いさむ

勇
(1959年７月11日生)

    1982年    4 月 当社入社
    2005年    4 月 滋賀支店副支店長
    2005年    10月 名古屋支店長
    2011年    4 月 経営戦略室副室長
    2011年    10月 経営戦略室副室長兼企画部長
    2012年    6 月 取締役執行役員経営戦略室長兼企画部長

兼竹菱香港有限公司董事長
兼竹菱（上海）電子貿易有限公司董事長

    2014年    4 月 取締役執行役員経営戦略室長
    2016年    6 月 取締役常務執行役員経営戦略室長
    2017年    6 月 代表取締役社長執行役員社長（現任）

40,021株

取締役候補者とした理由
代表取締役社長として、リーダーシップを発揮し、当社の経営を牽引している実績と当社経営を担
い培われた豊富な知識と経験から、当社経営の取締役として適任と判断しております。

再 任
２

　

おか

岡
 

　
がき

垣
 

　
ひろ

浩
 

　
し

志
(1960年11月６日生)

    1983年    4 月 当社入社
    2006年    7 月 機電システム本部技術部長
    2011年    4 月 機電システム本部ＦＡシステム部長
    2016年    4 月 技術本部副本部長
    2017年    6 月 執行役員技術本部長
    2018年    6 月 取締役執行役員技術本部長
    2021年    6 月 取締役常務執行役員技術本部長
    2022年    6 月 取締役専務執行役員技術本部長（現任）

26,216株

取締役候補者とした理由
当社の技術本部の担当執行役員として、技術開発を担い培われた豊富な知識が、当社経営の取締役
として適任と判断しております。

再 任
３

　

さか

坂
 

　
ぐち

口
 

　
かず

和
 

　
ひこ

彦
(1962年３月31日生)

    1984年    4 月 当社入社
    2007年    7 月 経営戦略室企画部長
    2011年    10月 経営推進室総務部長
    2013年    10月 経営推進室副室長兼総務部長
    2017年    6 月 取締役執行役員経営推進室長
    2020年    6 月 取締役常務執行役員経営推進室長（現任）

29,975株

取締役候補者とした理由
当社の経営推進の担当執行役員として、当社経営を担ってきた経験と、当社の総務･経理･情報シス
テム分野を統括し、培ってきた豊富な知識が、当社経営の事業推進を執行する取締役として適任と
判断しております。

－ 48 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

再 任
４

　

おお

大
 

　
い

井
 

　
 

　
 

　
たけし

武
(1964年５月13日生)

    1990年    8 月 当社入社
    2005年    1 月 竹菱香港有限公司総経理
    2014年    2 月 当社電子デバイス本部半導体デバイス

第２部長
    2019年    4 月 電子デバイス本部半導体デバイス第２部長

兼グローバルビジネス推進部長
    2020年    4 月 機電システム本部副本部長
    2020年    10月 機電システム本部副本部長

兼スマートファクトリー推進グループ
グループマネージャー

    2021年    6 月 執行役員機電システム本部長
兼スマートファクトリー推進グループ
グループマネージャー
兼TAKEBISHI（THAILAND）CO.,LTD.
President

    2022年    6 月 執行役員経営戦略室長
    2022年    6 月 取締役執行役員経営戦略室長（現任）

16,499株

取締役候補者とした理由
当社の機電システム本部並びに経営戦略の担当執行役員として、当社経営を担ってきた経験と豊富
な知識が、当社の企画立案･経営戦略を執行する取締役として適任と判断しております。

再 任

社 外

５

　

き

木
の

ノ
した

下
 

　
ひで

英
 

　
のり

則
(1969年４月21日生)

    1992年    4 月 三菱電機株式会社入社
    2020年    4 月 同社北陸支社FAシステム部長
    2022年    4 月 同社関西支社副支社長兼機器第一部長（現任）
    2022年    6 月 当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
萬世電機株式会社社外取締役

－

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
他社で培ってきた豊富な知識と経験が、当社の経営面に有益であり、社外取締役としても客観的な
視点から、当社経営への監督を執行することを期待し、取締役候補者としております。なお、同氏
は直接経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に
遂行することができるものと判断しております。

－ 49 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

再 任

社 外

独 立

６

　

いけ

池
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
そう

聡
(1967年６月１日生)

    1990年    4 月 日本銀行入行
    2003年    5 月 株式会社産業再生機構出向
    2007年    4 月 株式会社経営共創基盤設立に参画
    2019年    4 月 桜美林大学大学院経営学研究科MBAコース

客員教授
    2021年    4 月 桜美林大学大学院国際学術研究科

准教授（現任）
    2022年    6 月 当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社経営共創基盤インダストリー・アドバイザー

200株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
他社で培ってきた豊富な知識と経験を有しており、教育者という立場からも社外取締役として多様
な視点で、当社経営への監督を執行することを期待し、取締役候補者としております。上記の理由
により独立した立場から社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断してお
ります。

（注）１. 木ノ下英則氏は、三菱電機株式会社関西支社の副支社長（従業員）を兼務しております。同社は当社
の大株主であり、特定関係事業者（主要な仕入先・販売先）であります。

２. 上記１．を除き各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３. 木ノ下英則、池田聡の両氏は、社外取締役候補者であります。
４．木ノ下英則、池田聡の両氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって両氏ともに１年となります。
５. 当社は、池田聡氏を株式会社東京証券取引所に対し、同取引所の定める独立役員として届け出てお

り、同氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員として届け出る予定であります。
６. 木ノ下英則、池田聡の両氏の再任が承認された場合、当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、金100万円または会社法第425条第１項で定める最低責任限度額との
いずれか高い額となります。

７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償
請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や、訴訟費用を当該保険契約により塡補する
こととしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり
ます。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

８. 各候補者の所有する当社株式の数は、役員持株会における持分を含んでおります。
（１株未満切捨表示）

－ 50 －
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監査等委員である取締役選任議案

第２号議案
　 監査等委員である取締役３名選任の件

候補者
番 号

氏　　　　名 現在の当社における地位、担当

１ 再 任　
おお
大

 

　
 

 
 

 
 

　
にし
西

 

　
 

 
 

 
 

　
やす
康

 

　
 

 
 

 
 

　
じ
治 取締役（常勤監査等委員）

２
再 任
社 外
独 立

かわ
河

 

　
 

 
 

 
 

　
もと
本

 

　
 

 
 

 
 

　
しげ
茂

 

　
 

 
 

 
 

　
ゆき
行 取締役（監査等委員）

３
再 任
社 外
独 立

やま
山

 

　
 

 
 

 
 

　
だ
田

 

　
 

 
 

 
 

　
よし
善

 

　
 

 
 

 
 

　
のり
紀 取締役（監査等委員）

　監査等委員である取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきまして、監査等委員会及び指名等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次の通りであります。
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監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

再 任
1

　

おお

大
 

　
にし

西
 

　
やす

康
 

　
じ

治
(1962年11月20日生)

    1986年    4 月 当社入社
    2008年    7 月 電子デバイス本部業務部長
    2013年    7 月 社会・情通システム本部業務部長
    2017年    4 月 社会・情通システム本部副本部長兼業務部長
    2019年    4 月 監査室長
    2021年    6 月 取締役（常勤監査等委員）（現任）

9,550株

監査等委員である取締役候補者とした理由
当社の業務部門に長年携わり、その豊富な業務経験と監査室長としての業務監査に係った知識を生
かして、当社の監査、監督業務を的確に遂行いただける監査等委員として適任と判断しておりま
す。

再 任

社 外

独 立

2
かわ

河
 

　
もと

本
 

　
しげ

茂
 

　
ゆき

行
(1967年６月24日生)

    1998年    4 月 東京弁護士会登録
    2009年    10月 株式会社企業再生支援機構（現株式会社地

域経済活性化支援機構）常務取締役
    2013年    1 月 京都弁護士会登録
    2013年    1 月 烏丸法律事務所パートナー弁護士
    2019年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
    2022年    4 月 河本総合法律事務所代表弁護士（現任）

3,855株

（重要な兼職の状況）
曙ブレーキ工業株式会社社外取締役（監査等委員）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
弁護士の資格を有しておられ、法律に関する高い見識と豊富な経験を有しているとともに、他社の
社外監査役、社外取締役としての経験も豊富であり、独立した立場から当社の監査、監督業務を的
確に遂行いただける監査等委員である社外取締役として適任と判断しております。

再 任

社 外

独 立

3
やま

山
 

　
だ

田
 

　
よし

善
 

　
のり

紀
(1973年３月23日生)

    2002年    4 月 公認会計士登録
    2006年    4 月 税理士法人川嶋総合会計入社
    2006年    6 月 税理士登録
    2011年    7 月 税理士法人川嶋総合会計代表社員（現任）
    2017年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任） 3,869株

（重要な兼職の状況）
株式会社フジックス社外取締役（監査等委員）
株式会社トーセ社外取締役（監査等委員）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
公認会計士及び税理士の資格を有しておられ、財務及び会計に関する高い見識と豊富な経験を有し
ているとともに、他社の社外取締役としての経営管理の経験も豊富であり、独立した立場から当社
の監査、監督業務を的確に遂行いただける監査等委員である社外取締役として適任と判断しており
ます。

－ 52 －
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監査等委員である取締役選任議案

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 河本茂行、山田善紀の両氏は、社外取締役候補者であります。
３. 河本茂行、山田善紀の両氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって河本茂行氏は４年、山田善紀氏は６年となります。
４. 当社は、河本茂行、山田善紀の両氏を株式会社東京証券取引所に対し、同取引所の定める独立役員と

して届け出ており、両氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員として届け出る予定でありま
す。

５. 河本茂行、山田善紀の両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で現在締結中の会社法第427
条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であり
ます。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円または会社法第425条第１項で
定める最低責任限度額とのいずれか高い額となります。

６. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償
請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や、訴訟費用を当該保険契約により塡補する
こととしております。各候補者が監査等委員である取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約
の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しており
ます。

７. 各候補者の所有する当社株式の数は、役員持株会における持分を含んでおります。
（１株未満切捨表示）
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スキルマトリックス

取締役 社外 独立 企業経営
経営戦略

営業
マーケ
ティング

技術
ＩＴ

人事
人材育成

財務会計
資本政策

法務
コンプラ
イアンス

グローバル
多様性

サスティナ
ビリティ
ＥＳＧ

小 倉 　 勇 ○ ○ ○ ○ ○

岡 垣 浩 志 ○ ○ ○ ○ ○

坂 口 和 彦 ○ ○ ○ ○ ○

大 井 　 武 ○ ○ ○ ○

木ノ下　英　則 ● ○ ○ ○

池 田 　 聡 ● ● ○ ○ ○ ○

大 西 康 治 ○ ○ ○

河 本 茂 行 ● ● ○ ○ ○

山 田 善 紀 ● ● ○ ○ ○

■取締役（監査等委員である取締役を含む）のスキルマトリックス
第１号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件」および第２号議案
「監査等委員である取締役３名選任の件」が承認可決された場合、各取締役が保有している
各スキルは以下のとおりとなります。

－ 54 －
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

第３号議案
　 補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

候補者
番　号

氏　名
（生年月日）

略歴
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の株式数

1

いな

稲
 

　
り

荷
 

　
 

　
 

　
まさる

賢
(1954年８月５日生)

    1979年    4 月 当社入社
    2005年    4 月 新和工業株式会社（現株式会社ＴＳエンジ

ニアリング）出向 常務取締役
    2010年    4 月 株式会社ＴＳエンジニアリング出向 取締役
    2011年    4 月 当社社会・情通システム本部業務部長
    2013年    6 月 当社常勤監査役
    2017年    6 月 当社顧問
    2019年    6 月 当社退職

14,600株

補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由
過去に当社の監査役として、当社経営の監査を担ってきた経験から当社事業に精通しており、そこ
で培われた豊富な知識が、当社の監査、監督業務に生かせると考え、補欠の監査等委員である取締
役として適任と判断しております。

社 外

独 立

2

　

ます

益
 

　
かわ

川
 

　
ゆう

優
 

　
こ

子
(1983年１0月13日生)

（戸籍上の氏名：荒木優子）

    2011年    12月 最高裁判所司法研修所修了
    2011年    12月 弁護士登録（日本弁護士連合会）
    2011年    12月 益川法律事務所（現益川総合法律事務所）

入所（現任）
－

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
会社の経営に関与したことはありませんが、弁護士としての専門的な知識・経験等を生かし、独立
した立場から当社の監査、監督業務を的確に遂行できると考え、補欠の監査等委員である社外取締
役として適任と判断しております。

　監査等委員である取締役が法令の定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員であ
る取締役２名の選任をお願いするものであります。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次の通りであり、稲荷　賢氏は第２号議案「監査等委員
である取締役３名選任の件」が原案通り承認可決された場合に取締役（監査等委員）に就任いたしま
す大西康治氏の補欠として、益川優子氏は河本茂行氏及び山田善紀氏の補欠としての候補者でありま
す。
　また、この補欠の監査等委員である取締役の選任が効力を有する期間は、本総会後２年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の開始の時までとなります。
　ただし、監査等委員である取締役の就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、取締役会の決議に
よりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　なお、本議案につきまして、監査等委員会及び指名等委員会の同意を得ております。
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

（注）１. 稲荷賢氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 益川優子氏が所属する益川総合法律事務所の代表弁護士益川教雄氏と当社との間で、顧問弁護士契約

を締結しております。
３．上記２．を除き益川優子氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
４．益川優子氏は補欠の社外取締役候補者であります。
５．益川優子氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、同氏を株式会社東京証券取引所に対し、

同取引所の定める独立役員として届け出る予定であります。
６. 益川優子氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。
なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円または会社法第425条第１項で定める
最低責任限度額とのいずれか高い額となります。

７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償
請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や、訴訟費用を当該保険契約により塡補する
こととしております。各候補者が監査等委員である取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険
者となります。
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第４号議案
　 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
　2017年6月28日開催の定時株主総会において、当社の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の報酬限度額は年額4億円以内、監査等委員である取締役の報酬限度額は年額4,000万円以内
とご承認いただいておりますが、今般、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）には、当
社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、株主の皆様との一層の価値
共有を進めることを目的として、当社の監査等委員である取締役には、当社の企業価値の毀損の防止
及び信用維持へのインセンティブを付与することを目的として、当社の取締役（監査等委員である取
締役を含み、以下「対象取締役」という。）に対し、譲渡制限付株式の付与のための報酬制度を導入
することにつき、ご承認をお願いしたいと存じます。
　つきましては、現行の金銭報酬枠の範囲内で、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、
譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）については年額1億円以内（うち社外取締役は年額1,000万円以内）、監査等委員である取締
役については年額1,000万円以内とし、本制度により発行又は処分される当社の普通株式の総数は、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）については年10万株以内（うち社外取締役は年1万株以
内）、監査等委員である取締役については年1万株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、
当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含みます。）又は株式併合が行われた場
合その他譲渡制限付株式として発行又は処分される当社の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じ
た場合には、当該総数を合理的な範囲で調整します。）といたしたいと存じます。また、各対象取締
役への具体的な配分は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）については取締役会において、
監査等委員である取締役については監査等委員である取締役の協議により、決定することといたしま
す。
　なお、当社の現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は６名（うち社外取締役は２
名）、監査等委員である取締役は３名の合計９名ですが、第１号議案及び２号議案が原案どおり承認
可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は６名（うち社外取締役は２名）、監
査等委員である取締役は３名の合計９名となります。
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　対象取締役は、当社の取締役会の決議に基づき、本議案により生ずる金銭報酬債権の全部を現物出
資財産として払い込み、当社の普通株式の発行又は処分を受けるものとし、その1株当たりの払込金
額は各取締役会の決議日の前営業日の東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が
成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利とな
らない範囲において取締役会にて決定します。また、これによる当社の普通株式の発行又は処分に当
たっては、当社と対象取締役との間で、概要、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本
割当契約」といいます。）を締結するものとします。

(1)対象取締役は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を喪
失する日までの期間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社
の普通株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をして
はならない（以下「譲渡制限」という。）。

(2)対象取締役が、当社の取締役会で別途定める期間（以下「役務提供期間」という。）が満了する
前に上記(1)のいずれの地位も喪失した場合には、当社の取締役会が正当と認める理由がある場合
を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

(3)当社は、対象取締役が、役務提供期間の間、継続して、当社の取締役その他当社取締役会で定め
る地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点を
もって譲渡制限を解除する。ただし、対象取締役が、上記(2)に定める当社の取締役会が正当と認
める理由により、役務提供期間が満了する前に上記(1)に定めるいずれの地位も喪失した場合に
は、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に
調整するものとする。

(4)当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記(3)の定めに基づき譲渡制限が解除されていな
い本割当株式を当然に無償で取得する。

(5)当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換
契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再
編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認さ
れた場合には、当社の取締役会の決議により、合理的に定める数の本割当株式について、当該組
織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。
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(6)上記(5)に規定する場合においては、当社は、上記(5)の定めに基づき譲渡制限が解除された直後
の時点においてなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(7)本割当契約における意思表示及び通知の方法、本割当契約改定の方法その他取締役会で定める事
項を本割当契約の内容とする。

　なお、当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容につい
ての決定に関する方針を定めており、その内容の概要は事業報告22頁に記載のとおりであります
が、本議案をご承認いただくことを条件に、当該方針を本議案に沿う内容に変更することを予定して
おります。また、上記のとおり、本割当株式の払込金額は特に有利とならない範囲の金額とし、希釈
化率も軽微であることから、本割当株式の付与は相当なものであると判断しております。

（ご参考）
　当社は、本議案が承認されることを条件に、当社の執行役員に対し、上記譲渡制限付株式と同様の
譲渡制限付株式を付与する予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

〒615－8501　京都市右京区西京極豆田町29番地　本社１階イベントホール
電　話　（075）325－2111（代表）
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■公共交通機関ご案内
阪急電車「西京極駅」下車徒歩約８分。
市バス・京都バス・京阪京都交通バス「中ノ橋五条」下車徒歩約５分。
市バス「西大路花屋町」下車徒歩約10分。
市バス・京阪京都交通バス「大門町」下車徒歩約５分。

※駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。


